
終　了　報 告 書
平成○年○月○日　　
　　国立研究開発法人科学技術振興機構
　　分任契約担当者

    国際科学技術部長 殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実施団体）住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総括責任者名　　　　　　　　　　　　印
　　　平成○年○月○日付
平成○年度「科学技術外交の展開に資する国際政策対話の促進」課題実施業務
（実施機関名）｢（課題名）｣
上記業務に関する成果の報告書を実施協定書第１６条の規定に基づき別添のとおり提出します。
（別添）

  終了報告書の作成にあたっては業務計画書の記載に基づいて作成してください。「目的」、「必要性」、「具体的内容」、「実施計画を踏まえた実施内容」、「実施体制」、「実施担当者」（総括責任者等）に変更があった場合などは、Ⅰの８．に変更内容について記載をしてください。
  青字は作成における注意事項や例示です。提出時に必ず消してください。
　　また、本終了報告書はJSTのホームページでの公開を前提にしているため、Ⅰ１．～７．の各項目につき、０．５～１ページ程度で記載してください。他に資料等ご送付いただくことは構いません。
○実施プロジェクト名　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
○実施団体名　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

○総括責任者名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（実施予定日程：　平成○年○月○日～平成○年○月○日　）

○所要経費：　「○○○○○○円」（JST支出分）、「○○○○○○円」（自己資金等）
Ⅰ．実施の詳細
（以下、業務計画書に記載した内容を元に記載してください。（青字は必ず消してください））
１．参加者実績（規模、属性など）
２．本課題を有効なものとするためにとった工夫
３．本課題の効果

（１）海外の科学技術の動向に関する情報の収集ができたか。
（２）国の科学技術の国際活動を展開するための基盤を強化することができたか。
（３）学術的効果、社会的効果、波及的効果。（国内・国際に分けても可。）
４．科学技術外交に具体的にどう資することが出来たか

（我が国との新たな研究交流、科学技術協力、イノベーション協力等の科学技術外交に貢献する議論を行うことができたか。）
５．過去からの継続性、および今後の取組み、発展性

６．国際的なネットワークの確立状況（将来の想定を含む）

７．実施団体の持続可能性（人員面、資金面を含む）

８．業務計画書に記載のある「目的」、「必要性」、「具体的内容」、「実施計画を踏まえた実施内容」、「実施体制」、「実施担当者」（総括責任者等）に変更がある場合こちらに記載

９．その他、特筆したい事項がある場合はこちらに記載

Ⅱ．取材の連絡

今回の業務について報道機関、雑誌等から取材があった場合には取材申込者（所属会社・記者名、情報媒体（○○新聞、○○テレビ○○番組）、掲載日・放映日（○○○○年○月○日）を記載してください。（複数ある場合は複数記載ください）
記載例：①取材者：○○新聞　○○○○
　 　　　　　掲載日：○○○○年○月○日　朝刊（○○地方版）
Ⅲ．活動の写真
　キャプション：○○○○○○○


【様式８】





枠の中に本企画の活動内容がわかる代表的な写真を2～3枚添付してください。


また、上記のキャプションには集会のどのような様子を撮ったものかを記載してください。＜記載後吹き出しは消去＞
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